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おわりに 

 

日本は、増加し続ける人口(労働力)をバックに経済成長を遂げ、1968 年から 2009 年

まで GDP 世界第 2 位を堅持する経済大国となったが、今後その人口(労働力)が減少す

る。2010 年の GDP は、まだ確定値が発表されていないが、中国が世界第 2 位に、日

本は第 3 位となる見込みであり、こうした中国を筆頭にしたアジア諸国の経済成長によ

って、これからの製造業は今までと同じような対応では、価格競争に敗れてしまう。こ

れからは、より一層日本の持つ「ものづくり力」を活かしていかなければならないが、

「ものづくり力」は日本人の知恵から生み出された。単に製造するのではなく、知恵を

だし工夫を重ねることによって、そこに付加価値を加えてきた結果によって創りだされ

たのである。 

一方、我々の生活に目を移してみると、経済成長によって、個々の生活水準やインフ

ラ整備は一定の水準まで進み、医療の発達もあって世界有数の長寿国となった。しかし、

個人や各地域の需要が多様化している今日においては、それぞれの地域の課題を自分た

ちで解決するまちづくりや政策が求められている。人口および生産年齢人口の減少、少

子高齢化といった右肩上がりではない時代において、魅力や特色のあるまちが、都市間

競争に生き残る。そのためには、まちに「住みやすさ」という付加価値を加えていくこ

とが欠かせない。 

草津市には「地の利」である交通の利便性がある。立命館大学の「知
ち

の利
り

」もある。

滋賀の中核的な機能を持つ都市を目指し、持続的に発展していくためには、こうした特

性を活かすとともに、市民が住みやすさの付加価値を感じ、豊かな生活を体感できる社

会を構築することが求められる。右肩上がりの思考から脱却し、人口減少であっても持

続的に発展するまちづくりを見出さなければならない。 

本調査研究において、草津市が持続的発展を目指すには、「「安心して子育てができる

環境づくり」を機軸にしたまちづくりを行うこと」と提言したが、他にも多くの施策が

考えられる。これらを探し出し具現化することこそが、まちへの愛着や生活の豊かさを

市民が享受することにつながるのだと考える。まちの特性や課題は、時間とともに変化

していく。常にそれらを的確に捉え、また市民ニーズを的確に把握し、豊かな生活につ

ながる付加価値を積み重ねていくことによって、草津市が他にはない魅力あふれるまち

になっていくのである。 
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